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結語
序
『資本論』第三巻・第四篇「商人資本」の先駆的研究が安部隆一教授著「流
通諸費用の経済学的研見」であるとすれば，戦后における研究の出発点は宇野
弘蔵教授の論文「商業資本と商業利詰」にあると云っても過言ではないで、あろ
う。
所で，宇野教授のこの論文は単に戦后における商業資本研究の出発点となっ
ただけではなし現在においても，つねに論争の対象とされている。そこでの
論争の帰着点は，教授自らも云われておられる如く， w資本論』が第三巻・第
四篇・第十七章「商業利潤」において，自ら提起しているいわゆる「困難な問
題」を基本的に解決しているか否かにある。
宇野教授はこの論文において， w資本論』は自ら提起した「困難な問題」を
(1) 伊藤書店刊， 1947年，なお第一章「売買費用」は「社会政策時報J(271号〉昭和18
年4月において発表。
(2) rマノレクス経済学の研究」一大内兵衛先生還暦記念論文集(上〉一有沢広己，宇野弘
蔵，向坂逸郎編，岩波書店刊，昭和28年。
(3) 宇野弘蔵編「資本論研究JN. r生産価格，利潤.J337頁，筑摩書房刊， 1968年。
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解決しておらぬと主張され，かつ教授独自の原理論体系において，商業資本はー
「利子論」の中に位置を占めて始めて解明出来るとされていぎ。
宇野教授の主張を支持する論で、あれ，叉批判的立場に立つ論で、あれ，結局こ
の「困難な問題」を如何に解決するかにかかっていると思われるO この小論は
か斗る「困難な問題」についての一試論にすぎぬ。
なお我々は論争そのものには立ち入らぬ。宇野教授が提起されている問題，
並びに論争点，等の検討とし、ぅ形式で論を進めるO それ故，宇野教授の見解に
対する批判という形をとらざるを得ないが，こぶで全面的に教授の論を批判し
ようとするのではなし、。あくまでも，宇野教授，並びに論争されている諸教授
より問題を載き，その限りで検討してみようとするに過ぎなし、。それ故，論争
されている論点すべてを考察しようというのではなく，あくまで我々にとって
基本的と思われる若干の論点にすぎず，かつ「困難な問題」の解決に必要と思
われる最低限度の論点についてである O
〔ーコ 第十七章「商業利潤」の追加貨幣資本
『資本論』第三巻・第四篇・第十六章「商品取扱資本」において次の命題が
明らかとなる。付)商業資本のー循環 G~W-G' は商品資本の循環の第一段階
W'-G'にほかならないこと。(ロ)商業資本が前貸する貨幣資本はもし産業資本
が同一規模の生産過程を連続的に続行しようとすれば，流通期間に投下せねば
ならぬ追加貨幣資本であること。付商業資本がかぶる流通期間を短縮しかく
て前貨追加貨幣資本を短縮することを示唆することであった。
第十七章「商業利潤」において，商業資本実存の根拠を次の様に解く。
(4) 宇野弘蔵著， 1"経済原論」下巻，岩波書庖刊，昭和27年， 274頁以下。
(5) 商業資本の付)(ロ)りの命題を解明するに当り通説は貨幣資本の循環を前提とする。我
々は，個別資本，社会的総資本の再生産を表示する商品資本の循環を前提とする。更
に，三循環の統ーについても，通説と異なり，商品資本の循環を基軸に把握する。か盟
かる点については拙稿， 1"商業資本実存条件としての商品流通(市場〉についてJ(2)少
(3)，(札「富大経済論集J13-4， 14ー 1，14ー 2，所収を参照。
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まず「さしあたり現象において露呈されたまふの，商品の価格追加による商
業利潤の実説」を規定したのち，産業資本から商業資本えの販売価格が生産価
格であるとすれば，商業利潤は価値以上の販売より生ずることになる。
所で，産業資本えの販売価格たる生産価格の分析，すなわち第三巻・第一
篇・第二篇においては，商業資本は実存せず流通期間=ゼロと仮定されて分析
され;LO「これに反し，商人資本の場合に吾々が取上げねばならぬのは，利潤
の生産には参加しないで利潤の分配に参加する資本であるO かくして今や，従
来の叙述を補足することが必要である。」
一年間に投下される総産業資本720c十180v=900，m'ニ100%，資本の有機的
構成は中位の平均構成であるO すれば年総生産物
720c + 180v + 180 m = 1080 
一般的利潤率
180m '7C>:~~'~V()f\_. (=20%) .・H ・H ・H ・.，…………...・H ・..………①
720c+180v 
こふに 100Bたる商業資本が参加すれば，
1り2F 180m (=18%)…..・H ・...・H ・...・H ・..……②
720c十180v十100B
180m = (720c+ 180v)P2' + 100BP2' 
かくて，商業利潤 100BP2'(=18) は産業資本が生産した剰余価値が割譲せ
られたものであることが明らかとなる。すなわち，商業利潤の源泉は現象する
如き価値以上の販売から生ずるのではなしすでに産業資本が生産した剰余価
値が割譲せられたにすぎず，商業資本えの産業資本の販売価格は (720c+180v) 
(1十九')=918と現象とは反対に，価値以下の販売価格である。他方，商業資本
の販売価格は現象とは逆に価値通り(=1080)の販売価格であることが明らか
(6) Das Kapital， Dritter Band， Buch ][. Dietzverlag Berlin. 1953. (以下， Das Kapital 
][.と略称)S. 314.訳，長谷部氏訳， r資本論」第三部上，青木書庖刊，以下，訳
「資本論J][(上〉と略称406頁。
(7) Das Kapital-][. S. 314-5.訳， r資本論J-][(上)407-8頁。
{8) Das Kapital-][. S. 315.訳「資本論J-][. (上)， 408頁。
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となるO 然しこの分析のみでは，何故に商業資本は実存するのかとしう聞に
は答えられなし、oPj'>P2'であるからなお更であるO もし商業資本が実存しな
いとすればどうなるか。もと商業資本は先述の如く，付)， (ロ)で、あるから，産業資
本がかふる追加貨幣資本を投ぜざるを得なし、。もしかふる追加貨幣資本が200B
であるとすれば，
180m 
P3'= 900(c十り)+200B(=16 1~ %) .・H ・H ・H ・..……………①
となり，一般的利潤率は著しく下落する O
かくて，商業資本が実存するとすれば，その根拠は次の点にあるo I商人資
本が必要限度に制限されているかぎりでは，区別はただ次の点ーすなわち，資
本機能のこうした分割によって，もっぱら流通過程に費される時間が減少し
流通過程に投下される追加資本が減少して，しからざる場合に較べ，商業利潤
の姿態で現われる総利潤の損失分が減少する，という点だけである。」
すなわち，商業資本が前貸するBがOくBく200Bという間にあれば Pj'>あ'
>P3'となり， 一般的利潤率の減少がより少くくいとめられる点に商業資本実
存の根拠が求められている O
すれば次の問題が生ずる。一体，商業資本が実存しない場合に必要とされる
追加貨幣資本 200Bは如何なる意味でかぶる量に制限されるのかという事であ
るO 換言すれば， I商人資本が必要な限度に制限されているかぎりでは」ある
いは「商人資本が必要な比率を超過しなければ」としづ前提条件は如何なる意
味を持つのか。もしかふる間に対する解が無ければ次の二つの結果が生じる O
① 商業資本実存の根拠を「流通期間の短縮」に求め，かくて追加貨幣資本
の短縮に求めるとすれば，一体何を基準にかく云いうるのか。成程，流通期間
短縮の最高限度はゼロにちがし、なし、。他方，最大限度は存在しないのか。
(9) Das Kapital-][. S. 332.訳「資本論J-][. (上)， 417頁。
側 lhid. S. 322.同訳書， 417頁。
(1) ibid. S. 306.同訳書， 396頁。
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① 商業資本は商品資本の循環の第一段階 W'-G'を媒介するに過ぎず，内回
的には総産業資本の再生産過程の一段階を成しているとは云え，G-W-G'た
る運動は，産業資本とは対立して，相対的に独立してな、される O すれば，商業
資本が 200Bを超過しない保証はない。
かくて，上述の聞の解明が必要となる O 我々はか斗る問題について別稿にて
次の結論を得見。 w資本論』第二巻・第二篇・第三篇において，社会的総資
本の回転額は「統一的回転年度」における社会的総資本の総生産物に還元され
るO かつ，社会的総資本の回転期間，それにおける労働期間と流通期間の比率
も「正常な回転・抽象的平均」に還元される点を検討した。更に，第三巻・第
四篇の分析の出発点となる社会的総資本の循環は，個別資本，社会的総資本い
づれの立場からみても再生産を表示しうる商品資本の循環であることを別稿で
考察した。
かくて，第三巻・第四篇の分析の出発点となる社会的総資本，すなわち社会一
的総商品資本は社会的総資本の年々の「正常な回転・抽象的平均」たる回転期
間の回転額を表わす。第三巻・第一篇・第二篇における利潤率の分析において
は，かふる回転期間中の流通期間は第二巻・第三篇と同様に捨象されるO 第三
巻・第四篇において，社会的総資本の「正常な回転・抽象的平均」における追
加貨幣資本が前提とされる O すなわち，200Bは商業資本が実存しない場合，
社会的総資本・総産業資本が正常な再生産を続行するに必要な追加貨幣資本で
あるO 以下，我々の分析はかふる追加貨幣資本を前提とする。
第三巻・第四篇・第十六章「商品取扱資本」において，商業資本が前貸する
追加貨幣資本の実存形態を次の様に指摘する O
「商品取扱資本は，かように産業資本一商品資本または貨幣資本の姿態で商
(12) 拙稿「商業資本実存の根拠についてJr経済学雑誌」第59巻第3・4号， 1968年10見
所収。
ωDas Kapital-r. S. 356.訳「資本論J-r. 461頁。
(凶注(3)と同じ。
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人の手にある産業資本ーの単なる形態でないかぎりでは， c社会的〕貨幣資本
のうち，商人そのものに属して諸商品の売買に駆使される部分に他ならなし、。
この部分は，生産のために投下された資本のうち貨幣準備・購買手段として常
に産業家〔たち〕の手にあり，つねに彼等の貨幣資本として流通すべき部分
を，縮少された規模で表示する。この部分はし、まや，商人的資本家の手に縮小
されて存在しかかるものとして常に流通過程で機能する。これは総資本のう
ち，一収入の支出を度外視すれば一再生産過程の連続性を維持するために絶
えず購買手段として市場で、流通せねばならぬ部分であ(丸」
一見，追加貨幣資本は「準備金」の形態で存在することそれ自体を指しか
っこれが現実に流通過程に投下されれば，生産資本に転化すると解してよいよ
うに思われる。
今，年再生産を基準にして，一年を50週とし社会的総資本の「正常な回
転・抽象的平均」における一回転期間を12週間，労働期間対流通期間の比を3
1，労働期間9週間，一週当りの投下資本 100Gとする O
(1) 同一規模の生産は続けるが，追加貨幣資本は投下しなし、。一回転期間=
12週，投下総資本9ÖOG ，年回転数・ 4~i回転，労働期間の数は 4 回転。故に年
総生産物，W(3600) +150 (仕掛品〉
(2) 追加貨幣資本300G を投下O 回転数 4~'6， 労働期間の数5%，年総生産物
W (4500) +500 (仕掛品〉投下総資本 1200G。
さて， (1)と(2)を比較してみるに，資本の回転期間は同一であるが， (イ)投下資
本が(1)では900，(2)では 1200と異なり， (ロ)労働期間の回転数は， (2)はι(3)は
5%と異なる。
回転期間が同一であるにも拘わらず，投下資本・労働期間の回転数が異なり
かくて，年生産物が異なる原因は， i流通期間によって生ず、る労働過程中の空
隙を充たすことだけを目的とする。」 追加貨幣資本が投下されたか否かにあ
師，) Das Kapital-.][ S. 309.訳「資本論J-][. (上)， 400-1頁。
(1日 DasKapital-l[. S. 261.訳「資本論J-l[. 339頁。
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るO 従って， (2)における一回転期間における投下資本額は1200，うち 900は生
産資本として機能し 300は追加貨幣資本として流通過程においてのみ機能す
る。もしかふる追加貨幣資本が当年度において生産資本として機能すればどう
なるか。
(3) 流通期間をゼロとすれば，労働期間の回転数 5%，投下資本900，労働期
間=回転期間。故に，年総生産は商品 (4500)十500(仕掛品〉となる。
(3)と(2)をみれば，労働期間の回転数は同一，かくて年総生産も同一，W(4500) 
+500(仕掛品)，投下資本・ (3)は900，(2)は1200，もし(2)の追加貨幣資本が生産
資本として機能したとすれば， 300 x 4>~ = 1350， (2)の総生産物は W(6300)十
50 (仕掛品〉となるであろう。労働期間の回転数は約7回となる。すれば，年
50週の前提条件と矛盾する O
追加貨幣資本はあくまでも「流通期間によって生ずる労働過程中の空際を充
たすことだけを目的」とし，労働期間を連続的に進行せしめることを目的とす
るO 追加貨幣資本は再生産過程の一段階G-W.く2mtこ投下され，流通過程に
おいてのみ，錘資本として現実に機能する資本で、必。なるほど追加貨幣資
本は潜勢的貨幣資本として「準備金J I遊休貨幣資本」として流通過程で定在
する O しかしかく潜勢的貨幣資本として定在していることそれ自体が現実に
追加貨幣資本として機能していることではなし、。もしそうだとすれば，追加貨
幣資本は2400となり，ましてこれが生産的資本として機能すると主張すれば，
年総生産物は6900とならねばならぬ。
最后に，かふる追加貨幣資本を商業資本は縮少・代位するのであるが，その
結果余分となった貨幣資本，我々の事例では 100Bはどうなるか。商業資本に
とっては，これが生産的に投下され年総生産物を増加せしめるかどうかに関係
はなし、。かふる可能性を生ぜ、しめたにすぎぬ。
(同 DasGeldkapital (貨幣資本〉は DasGeldkapital (貨幣資本〉 から出発し，
Das Geld如ρital(貨幣資本〉に帰着する点について，拙稿「商品流通J(2) I富大経
済論集_]13-4，参照。
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かく追加貨幣資本は流通過程においてのみ現実に機能する貨幣資本である
が，資本家の立場からすれば，追加貨幣資本によって同一規模の生産の連続性
が確保され，一回転期間において生産された剰余価値があたかも一回転期間の
総投下資本が生産したかに見える O
〔ニコ 第十七章「商業利潤」の売買費用
商業資本が投下する売買費用を第二巻・第一篇においてみれば，それは商品
の貨幣への，貨幣の商品への，同一価値の姿態変換のために必要な費用であ
るO かふる費用が消費された結果，何ら使用価値・価値・剰余価値は生産され
ず，この意味で売買費用は不生産的であり空費である O 然し，正常な再生産を
円滑に行うためには，かふる費用は必要であり，再生産過程そのものが不生産
的機能を含む。それ故，正常な再生産を前提とすれば，売買費用は空費たるが
故に剰余価値より控除されて填補されねばならぬ。
第三巻・第四篇・第十七章「商業利潤」の次の一文は上述の命題からすれば
ーの問題を生ぜ、しめる。
「前例において 100の商人資本の他になお50の追加資本が問題の費用のため
に投下されるとすれば，総剰余価値180が，いまや，生産的資本900プラス商人
資本150，合計1050の上に分配される。だから平均利潤率は， 17~4%に低下す
るO 産業資本家は商品を 900+ 1543-4 = 1054%で商人に売り，商人はこれを
1130(1080十彼が再填補せねばならぬ費用分50)で売る。」
P' 180m -........ - ~ /'."..，..管、 (=1754%)
180m=900(c+v)ρ'十100Bp'+50(K+b)P'
産業資本の販売価格=商業資本の購買価格
(18) 以下，純粋流通費用たる売買費用の『資本論』第二巻・第一篇の位置における分析
は安部隆一教授の前掲書，第一章「売買費用」を前提とする。
ωDas Kapital-][. S. 323.訳「資本論J-][(上).418頁。
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900(c+v)(1十P')=1054%
商業資本の販売価格 900(c十め(1+ P') + 100Bρ'十50(K + b)p' = 1080 
それ故，もし総生産物の価値 (1080)通りに商業資本が販売すれば，50(K十
めたる売買費用は填補されなし、。叉，1080+50(K十b)=1130で販売すれば
50(K十めが価値以上の販売価格となり前提と矛盾する O かふる問題に対し，
事。
周知の如くローゼンベルグは 180例 -50(K+b)と分子を修正した。計算上，
一見これで充分なようであるが検討すべき点がある。まず，売買費用のうち
「不変資本」部分についてみてみるo 50(K十b)=30K十20bとする O すれば，
まず問題となるのは 30Kが総生産物(1080)に含まれているか否かである。
ローゼンベルグの場合，30Kたる流通手段として消費される生産物はすでに
1080の中に含まれており，かつ生産資本も増加していなし、。
さて，かふる 30Kたる流通手段は再生産されねばならぬ。「商人は，彼が消費
した不変資本(物象的な取扱費〉を，生産も再生産もしなし、。だから，これの
生産は，特定の産業資本家たちの独自的事業，または少くとも事業の一部分，
として現象するのであって，これらの産業資本家たちは，生活手段を生産する
ω 
資本家に不変資本を提供する産業資本家と同じ役割を演ずる。」かくて，売買費
用の考察は，第二巻・第一篇の位置のみならず，第三篇「社会的総資本の再生産
と流通」においても検討されねばならぬ。かふる点について，我々は別稿にお
車場
いて考察している。以下この稿の分析を前提として，必要な限りでのみ述べる。
正常な単純生産を前提とすれば，総資本 720c十180v+180m = 1080は次の様
に本来的生産手段生産部門1.生活手段生産部門Eに分割される O
工 540c+9Ov+90m=720
I 180c十90v+90m=360
側 ローゼンベルグ著，梅村二郎訳「資本論註解」第6巻，開成社刊， 1956年， 394-5頁。
ω Das Kapital-1[. S. 328.訳「資本論J-1[. (上)， 424頁。
ω 拙稿， r純粋流通諸費用の再生産=流通について」・「経済学雑誌」第64巻，第2・3
号， 1971年3月所収。
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流通手段材料生産部門は部門Iに属するからそれを IKと表示し，計算の簡
単化のため32Kとすれば，先の前提により次の様な表式となるO
1 516c+86v+86m=688 
1 K 24c+ 4v+ 4m= 32 
I 180c十90v+90m=360
一見してすぐわかるように，この表式自体すで、に我々の前提条件と矛盾して
いるO というのはもと 32Kたる流通手段材料は本来的生産部門の正常な再生
産のために不生産的で、あるが必要な費用であるからであるO この表式は本来的
生産部門1，Iの縮少再生産を前提としている。更に，その縮少再生産それ自
体が成立しなし、。部門工は 20K，部門Eは 10K，IKは2Kを流通手段とし
て消費するとする。すればその表式分析は次のようになろう。
1 492c十4c十20c十186v十62m十4ml 十(20m)=688 
IK 4c十20c+14u十 2m + (2m)= 32 
I I ωc十本1+匡l←22c+90v +伽十(4m+例 =360
工の正常な再生産を前提とすれば， 20IKc=20Icが相互交換され， これが
:20Imと入れ替り，かくて部門工の 20Kが剰余価値より控除される。他方， 1， 
IKの20cが現物填補される。 IK の流通手段2mはこの部門内で控除，工Kの
4cは 4工c と相互交換，更に 4Ic=4Im と入れ替り ，1の不変資本， IKの
不変資本は現物填補される。他方，工の 86v十62mニ 148が生産手段， 4Imが
流通手段の形態で現存し，これが 152IIcと相互交換される。叉 (4v+2m)IK 
=6IIcが相互交換。かくて，4c十6c=10IIcが流通手段で填補され，(4C十6c)
=10Kが 10IImと入れ替る O 今や，部門Eの不変資本は生産手段 (148)+22c 
+10m(c)となり， 32IIcが実現不可能として存在する。もし 32IIcを 32b
が購買するとすれば，計算上，縮少再生産が成立した如く見えるが，流通手段
ω 
部分と b部分とが等しくなければなならぬとし寸法則は存在しなし、。
(幼堀新一教授は同教授の著書「商業学における理論と問題」風間書房刊，昭和39年，
134-7頁において，かかる問題点を指摘されている。
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かくて， ローゼンベルグの修正は成立しなし、。我々が前述の別稿で考察した
如く，もし成立させようとすれば，次の範式が前提となる O
工 540c十90v十90m=720
IK 90c十15v+15m=120
JI 180c-十90v十90m=360
すなわち，売買費用は純粋流通費用であり，貨幣と本質的に同一。それ故，
流通手段材料の再生産は，貨幣材料の再生産と本質的に同一。但し，再生産=
流通の形式はそれぞれ独自な形式をとる O 流通手段材料はIは15m，JIは10;
m， Ixは 5mにて控除・填補されるとすれば範式分析は次の通り。
1 450c + 75c + 15c十190v+75ml+ (15m) =720 
Ix 75c+ 15c十15v十10ml+(5m)=120 
I 1155c十1叫 j15cl+90v十80m十(10m)=3ω
30Kの再生産には工部門内に 90c+15v十15m=120たる流通手段材料生産
部門が追加されねばならぬ。このうち 15v+15m=30たる当年度新価値として
再生産された部分が売買費用として消費され，剰余価値から控除・填補され
るO それ故，総生産物は 810c+195v十195m=1200となる O 流通手段として消
費された部分は総剰余価値 195mから 30mが控除され30Kが現物填補される。
まず， IKの 15v+15m=30のうち 5mは前提によりこの部門内で流通手
段として控除される。 (15v十10m)IK=25JIcの相互交換。部門Eでは，10K 
が流通手段として，15Kは生産手段として消費されるとする。 10JIc=10JImの
相互入替，180JIc=155c+10m(c)+15K(生産手段)， 90JIm=80m+10K (流通
手段〉となる。次に， 90IK=90Icと部門工内で相互交換，90Kのうち，75c 
が生産手段，15Kが流通手段として消費。 151CK=15 1 mと相互入れ替。 90Im
=75m+15K，故に部門工と Eとは，(90v十75m)1 =(155c+10m(c))JIco 
かくて，本来的生産部門1，JI，並びに流通手段材料生産部門 IKの正常な
再生産が行われうる。なお，本来的生産部門の総剰余価値180mより，実質上
流通手段としての売買費用は15mしか控除されぬ。その理由は15KがIKの剰
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余価値として存在することによる O 叉，流通手段の節約は本来的生産部門の生
産には関係なく， 1x部門そのものの減少を意味する。これが最重要点である。
20bについてみれば，20bたる労働力の再生産の形式は，A(20)-20G， 20G 
ー(L，m)W(20)o ((L， m)Wは生活手段を表わす〉。他方 20G-A(20)は流通
過程で消費され空費である O 部門Iで10b，部門Eで 10bが消費されるとするo
Eでは，10bはEの剰余価値より控除される。工では，10Gでもって労働者が
10ITcを購入するO 他方Eはこの 10Gで 101mを購入。 10IIcは現物・填補さ
れる。 10Gは部門工に還流，101mが控除される。かくて，195mより20bが控
除される。
すれば，修正された範式による利潤率，
1ゲ_ 195mー (30K+20b)
- 810c十195v十100B十30K十20b
195m = (81 Oc + 195v) P'十100Blゲ+(30K+20b)1ゲ十30K十20b
産業資本の販売価格=(810c十195v)(1 + P') 
商業資本の販売価格=1200
『資本論』は前述の一文において，売買費用を剰余価値より控除することを
忘れているとは云え，単に計算上の問題として修正しうるものではなし、。他方
で， 11080十彼が填補せねばならぬ費用分50J=1130において示そうとしたこ
とは「不変資本部分JKの再生産が追加されねばならぬことであろう。
さて，周知のごとく，宇野教授はローゼンベルグの修正に対し独自な批判を
ω 
展開される。その骨子は次のようである O
(1)商業資本が前貸する 100Bは，流通費用であるとは云え「流通期間による
生産過程の中断に対する追加資本」であり「生産資本の追加」をなすがゆえに
一般的利潤率の規定に入る。 (2)他方，K十bは流通費用であるとは云え， 1一
般に生産資本の追加をなさぬ」が故に一般的利潤率の規定に参加しなし、。
追加貨幣資本は産業資本，商業資本同ーの 100Bとし，商業資本が存在せね
(胡前掲書，所収論文。
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ば必要であろう売買費用 (K+めを50とする O かふる条件の下でまず一般的利
潤率が規定される。
180mー 50(K+b〉ーpj'ー 900(c十v)十10OE(=13%)…..・H ・..・H ・.…..・H ・..・H ・.(1)
180mニ900(c十v)pj'+100Bp'j+50(K+b)…………………………白)
産業資本の販売価格=900(c+の(l+pj')………...・H ・..…………(3)
商業資本の販売価格=900(c+め十180m…………...・H ・-…………(4)
商業資本の総利潤=(4)ー (3)=180m-900(c十めpj'……・・・・・・・……・・(5)
(2)， (5)より ，180m-900(c+のPj'=100Bpj'+50(K+b).・H ・.…(6)
すなわち商業資本の総利潤は 100Bpj'たる商業利潤と 50(K+めたる売買費
用よりなるO 商業資本家からすれば，100Bを投下し，それの利潤 100BρlFの
外に流通費用 (K'+b')を投下し，これの回収と (K'十b')P/たる利潤を要求す
るo 100Bρirはすでに規定されているから 50(K+めが一般的利潤率によって
還元されねばならぬ。
50(K+b)=(1+P，')(K'+b')， .・ K'十 b'=~5?，=44.25 l>P/>O 1.13 
故に，K'+b'くK十b
商業資本は 100B十44.25(K'+bうを投下し，総利潤 100BP1'+50(K十めを
得る。そして，商業資本の売買費用 44.25(K'十b')を回収し，かっ，これに対
する利潤をも得る。
純利益 100BρlF十50(K+ b)-44.25 (K'十b')='18.75
18.75m 商業資本の利潤率一 (=13%) - 100B十44.25(K'+b')
商業資本，産業資本共に同じ利潤率となる O
まず命題(1)は先に検討した通りである。更に 180m-50(K十めとすれば，正
常な再生産が成立するか否かである O これも検討した通り。今，かふる範式が
成立するとして，検討してみよう O
K'+b'の利潤の源泉は 100BρiFはすでに一般的利潤率によって規定されてい
るから，
50(K + b) =44. 25(K'十b')+5.75(K+めとなる。
すなわち (K'+b')P/は商業資本が存在せず，産業資本のみの場合必要であ
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ろう売買費用 (K+めを，商業資本が一般的利潤率で資本還元し，縮少・代位
したことより生ずる節約部分である O すれば次の結果が生ずる。 5.75(K十め
は節約された部分である O 所で，売買費用はもと不生産的で、かつ空費で、あるか
ら節約された部分はそれだけ空費が少くなるだけであり，剰余価値よりの控除
がそれだけ少くなるだけであるO つまり，もし商業資本が 5.75(K+めだけ流
通費用を節約したのであれば，この部分はゼロとなるだけである O 更に，この
式が成立するとしても，他方，商業資本が存在すれば，K+bが節約されるの
であるから，一般的利潤は次のようになるO
ρ，_ 180m-44.25(K'十b')
2 - 900(c十v)+100B
すれば，P2'>Pl' となり矛盾する。
最后に，K+bなる売買費用は純粋流通費用であるが故に空費であり，剰余
価値より控除され填補される。とは云え，こふで問題となっているのはかふる
剰余価値よりの控除とそれの填補が如何なる形態でなされるかであるO 産業資
守 mー (K+b)本自身が売買費用を投下した場合，一般的利潤率の形式か D である
十v十五
とすれば，産業資本家は如何なる形態で売買費用を投下しているのを前提とす
るのか。形態にのみ着目すれば，産業資本であれ，商業資本であれ， r不変資本
部分」は Gー (K)Wとして投下せざるを得なし、。かふる (K)Wが流通過程に
おいて売買費用として消費された結果，如何なる使用価値・価値も生産せぬの
であるから，かふる費用は剰余価値より控除され填補される。すれば，W(m) 
-G. Gー (K)Wとし、う再生産=流通形式をとる。この形式は個別資本・社会
的総資本いづれの場合も同じである O 叉分子のm-bにおける bは賃労働を前
提としているのか否か。もし，しておらねば，賃労働が含む剰余労働部分が問
題となる。賃労働を前提とすれば剰余労働部分は空費の節約となり，費用とし
てはゼロとなる O 又b部分はG-Aとして労働力が購入され，かふる労働力が
売買費用として消費された結果，使用価値・価値・剰余価値を生産せぬ。それ
車場
故，再生産=流通形式は W(m)-G.G-Aとなる O
倒 かかる問題が存在することを，森下二次也教授，公明道明教授が指摘されている。
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かくて，個別資本，社会的総資本いづれにおいても，売買費用の再生産=流;
通形式を含んだ再生産の形式は次のようになる。
rF_ 1_' I G--WくPm……Pr(c十v)I 
W'i-G/~( g-W<C!) (売買費用として流通過程で不生産的消費〉
l(m) I~ 1"1 
¥ t gー (L，m)W
とは云え，次の事例でもって，すでに産業資本に存在するところの流通費用部;
分が，商業資本において独立し，かつ商業資本がこれを縮少・代位するという
分析で問題は解決するであろうか。
(1) 商業資本は存在せず¥産業資本が自らK+bなる売買費用を投下する。
， 180m-50(K+b) 
pj'=--r，ハハr~ I _.'¥. I 1"'¥ハ D十50(K+bア・…・……....・H ・-………H ・H ・-①
(2) 商業資本が存在すれば，まず流通期間が短縮され，追加貨幣資本は 2001
Bが 100Bとなる。更に，50(K十b)は商業資本の集中・集積により，例えば
M減少するとすれば，
，_ 180m-25(K' +b') 
あ - ，...，ハハ~- I ー， I ~ワOB十25(K'十 b') …………………・・…・………①
となり，P2'>P/こ斗に商業資本自立仕の根拠があるO
然し，この説にも次の三つの問題が生すやる。
(1) この事例は総生産物が 720c+180v十180m= 1080と前提されているO 故
に，先に検討した流通手段部分の再生産が論証出来ぬ。
(2) もし(1)と白)の形式が成立したとする。
180m=900(c+のρlr十200Bpj'十50(K+b)p['十50(K十b)・・・・・・①
180m=900(c十のあF十100Bp/十25(K'+b')P2' +25(K'十b').，・H ・-②
②-①より
25 (K + b) = 900( c + v) (あ'-pr') + 125(B十K+b)(P2'-pj') 
-125(B+K十b)Pl'….，・H ・..……………...・H ・H ・H ・.①
側森下二次著， r現代商業論」有斐閣，昭和35年，179-190頁，公明道明著「商業資本
と商業利潤」鈴木鴻一郎編「利潤論研究」東京大学出版会， 1960年所収論文 235頁。
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所で，25(K十b)は売買費用の節約部分であり ，125(B十K+b)Pl'は①式に
おいて存し，②式においては節約された利潤部分で、ある O 故にこれら節約部分
はゼロ。すればあ'>Pl'なり上式は成立しなし、。仮りに成立するとすれば25
(K+めは利潤化する。それ故，正常な再生産を前提として，これが如何に利
倒
潤化するかの論証が必要である O
(3) 更に b部分についてみれば， もといわゆる「困難な問題」は「商業労
働」が何故，賃労働として雇傭されるのか。換言すれば，如何なる根拠でもっ
て商業資本はb部分を「可変資本」とし、う形態で投下するのかとし、う聞がまだ
的
存在している。
〔三コ いわゆる「困難な問題」
我々はこふで問題の提出の仕方を変えよう。すなわち如何なる理由で資本制
倒
的商業(=大規模商業〉は存在するのかと。
商業資本実存の根拠は〈ー〉で検討した通り，正常な再生産を前提として，
商業資本が実存しなければ必要であろう追加貨幣資本を，商業資本が流通期間
を短縮することにより，それを短縮・代位すること O かくて，利潤率の減少が
より少くくいとめられる点にあった。すれば，この命題からすれば次の事が生
ずる。すなわち，商業資本が利潤を取得する根拠は労働力を購入し，これを搾
取することによるので、はない。つまり，G-W-G'たる形式で機能し，追加貨
幣資本を前貨することによるO すれば，かふる機能を遂行するに不可欠な，不
生産的ではあるが必要であり，かつ空費である売買費用を資本として投下する
理由は商業資本実存の根拠の上の命題のみでは解き得ない。すなわち商業資本
。 この説の節約された部分に問題が存在することを井田喜久治教授が指摘されてい
る。同教授著「商業経済学」青木書庖刊， 1967年， 30-1頁。
仰 この説にかかる問題が存することを，宇野弘蔵教授が指摘されている。同教授編j
「資本論研究JN. (前出)， 336-7頁。
(28) Das Kapital-JIT. S. 325.訳「資本論J-][.420頁，安部隆一著，前掲書， 25頁。
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は IBのみにて充分である筈であるのに，なほKならびにbを前貸するのであ
るゑ。」しかも，集中・集積という形態でである。
かふる聞に答える前に，もう一度確認しておかねばならぬ点がある O すなわ
ち，今，資本制的(大規模〉商業が存在しているとすれば，それは〔二〉で検
討した正常な再生産条件を充たしておらねばならぬことである O
まず流通手段部分についてみれば，流通手段材料の生産部門は部門工に属す
るとは云え本来的生産手段生産部門とは分割され，かつ正常な再生産を前提と
すれば，一見，本来的生産手段生産部門に追加する形式で示される。然し分
析の結果明らかの様に，かふる費用は本質的には空費であるが故に総再生産に
とっては「死重」となっている。それ故，流通過程において売買費用として消
費される流通手段そのものの節減は，本来的生産部門にとっての「死重」を軽
減することになる。然し，そのことによって，本来的生産部門における総剰余
価値は増加しなし、。それ故，正常な再生産を前提として，本来的生産部門にお
いて再生産された総生産物の W'-G'.G-Wにとって必要な「死重」たる空
費そのものが，集中・集積とし寸形態で実存することにより，さもない場合よ
りも節減されるのか否かがまず第一の問題となる O
資本制的(大規模〉商業が存在するとすれば，そこで売買費用として投下さ
れる流通手段部分は如何なる意味で節減されるか。
まず，個別資本としての商業資本の立場からすれば「例えば小規模販売所と
大規模販売所のそれぞれに要する費用は，規模に比例して増加するものではな
い。事務販売品費にしても，営業規模の大小に比べて，そうは変らなし、。現
在，事務も機械化されつつあるが，それは大規模営業においてのみ，なされう
ることである。」更に社会的総資本の立場からみてみるO もし商業資本が分散
し 「自らの労働によってのみ営業する」とすれば，商業資本は無限に細分さ
れ， I多数の小事務所販売所に要する費用は，一つの大事務所に要するよりも
側安部隆一著，前掲書， 23頁。
側向上書， 24頁， Das Kapital-J[. S.3260 
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比較にならぬほど大きいので、あるから，流通手段についての徒費が生ず2)。」
b部分についてみれば， c二〕で、検討した如く ，K部分の再生産と異なり ，b 
部分にて消費される労働力の再生産に必要な生活手段の再生産部門を，部門E
において， 本来的生活手段生産部門に追加する必要はなし、。本来的生産部門
(第一，第二部門〉における総生産物の W'-G'・G-Wに必要な空費たる商
業労働:売買費用の再生産=流通は，それぞれの部門における剰余価値から控
除され，填補される。
さて， I商業労働力もまた生産上の労働力と同じく，価値通り購買され，そ
の使用はこの価値に限られるものではなし、。商業労働者は，なるほど，生産上
の労働者のやうに，直接に増殖価値をつくりだしはしないが，かく無償労働を
するかぎり，商業資本家が増殖価値からの控除分を穫得するのについて，費用
を減少せしめるO 即ち，商業資本家はその貨幣を商業資本として機能せしめる
にあたって，その大部分を商業労働者に無償でなさしめることができるのであ
るO さらに商業労働者を分業せしめるときには，商業労働者の数は営業の大い
さと比較して著しく小さくてすむ。営業の規模がどうあろうと，同じ機能には
等量の労働しか要費しないこと，商業においては産業におけるよりもはるかに
著しいからである。」更に流通手段の場合と同様に社会的総資本の立場からみ
てみるo I一般に流通上の同じ機能は規模の大小を問わず殆んど等量の労働し
か要しなし、。さうであるのに，先づ，これらの細分された無数の商業資本家と
個別的に取引する産業資本家の売買費用は，無限に増大する。さらに，かく細
(時
分された商業資本家においては，作業上の分業は不可能である。」
かくて，売買費用は集中・集積することにより，そうでなければ，産業資本r
商業資本いづれにおいても生ずるであろう売買費用そのもの(=空費〉の増大
を避けることが出来る。
ω 安部隆一著，前掲書， 25頁， Das Kapital-J[. S. 326. 
倒向上書， 23頁， Das Kapital-J[. S. 323. 
側向上書， 25頁， Das Kapital-J[. S. 326. 
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とは云え，困難な問題が解決したのではなし、。すなわち，先に問題提起した
様に，無償労働部分を b'とすれば，nb'=Bp'たる関係は成立しなし、。(但し
nはn人の総商業労働者数)nb'は資本家にとって， さもなくば必要である空
費が節減されたにすぎず，それはゼロである O それ故，商業資本家が商業労働
を雇用せず，自らの労働によってのみ営業しうる O すれば賃労働者に代って，
商業資本家がかふる商業労働をなしでも，売買費用としての商業労働の本性は
変らない。それ故，かふる売買費用は如何なる形態で剰余価値より控除され
るのか。叉その結果如何なる事態が生ずるのかが問題である。
B =100， b =10.利潤率=10%，K= 0 とする。
ibが商人により労賃に投下されないとすれば，-bが商人的労働，つまり，
産業資本が市場に投ずる商品資本の価値を実現するに必要な労働に支払われる
すぎぬ場合には，一事態は次ぎのようになろう。 B=100で買いまたは売るた
めに商人は自分の時間を費すであろうが，彼が使う時間はこれだけと仮定しよ
う。 bまたは10によって代表されている商人的労働は，それが労賃によってで
なく利潤によって支払われるとすれば， 別の商人資本=100を前提することに
なる O けだし，これ〔商人資本100)の10%=b =10だからである O この第二
の B=100は商品の価格に追加的には入り込まないが， 10%の方は追加的に入
ーりこむであろう。だから 100の二倍=200であり，商品を200十20=220で買う
制)
〔売る?)ことになろう。」
制
かふる『資本論』の「解決」に対し，宇野教授は次の様に批判される。
(1) 商人的労働は資本家としての「労働」である O
(2) この「労働」は利潤でもって支払われるべきものではない。
(3) 故にこの場合， 100十10十10=120によって120の販売価格となるべきで
はなく，単に 100十10=110として 110の販売価格で充分な筈である O 何故な
ら資本家として商人も 100を投じて10の利潤を得ることで一般的利潤率を上げ
制 DasKapital-J[. S. 329.訳「資本論J-J[. (上)， 427頁。
側前掲論文， 175頁。
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うるのである。
(4) もし，かふる利潤を得るための「労働」に対して賃銀に相当する利潤を
要求するということになると，己にその利潤は一般的利潤率による利潤とは異
った性格を，少くともそれを他の要因をもって修正したものに転化しているも
のと考えなければならなし、。以上。
、
、叫"".信... ， 
さてこの論証は(1)(2)の命題が成立するか否かにかかっているo (1)については
より詳しく次の様に述べられている。 I商業労働なるものは，元来，資本家が
その資本を以てなす資本家としての操作に要する労働であるO それは己に生産
せられたる剰余価値を実現し，或し、はまた剰余価値の生産のための準備をなす
ものに過ぎなし、。それがたとい賃労働者の労働によってなされ，それがために
資本が投ぜ、られるとしたにしても，その性質に何等の変化をも輿えるものでな
側
、、ことは，いうまでもなし、。」
確かに商業資本家としての規定は，商業資本 G-W-G'の担い手たる限り
で資本家は商業資本家である O 従って，彼の商業資本家としての機能は 100G
-W(100) -110G'としづ機能を遂行し， 10宮なる利潤を取得することにある。
か斗る商業利潤はすでに考察した如く，商業資本の一回転は社会的総資本の立
v場からみれば商品資本の循環の第一段階 W-G'を媒介するに過ぎず，かふる
商品資本が市場で滞留する流通期間を，商業資本が代位・縮少せしめ，かく
て，生産を連続的にならしめるために必要な追加貨幣資本が短縮されるO かふ
る根拠により ，100Bp'たる商業利潤が産業資本より割譲される。この限りで，
命題(3)は妥当する。
所で，こぶで分析の対象となっている「商業労働」は賃労働者がなそうと，
資本家がなそうと商品資本の「商品としての生産物の経済的規定」から生ずる
売買費用としての商業労働である O 商品の貨幣への，貨幣の商品への，同一価
値の姿態変換のために必要な労働であり，か斗る労働は使用価値・価値・剰余価
側宇野弘蔵著・前掲論文， 171頁。
的 DasKapital-][. S. 320.訳「資本論J-][.414頁。
値を生産せず，この意味で不生産的であり，空費である O 商業資本が媒介する
商品資本が剰余価値を含んだ商品量として定在し，資本価値のみならず，剰余
価値の担い手でもあるが故に，商品資本の商品としての機能 W'-G'は商品の
貨幣への転化であると同時に剰余価値の第一段階の実現でもある O とは云え，
商業利潤が割譲せられる根拠と，商品資本の商品としての機能にとって不生産
的であるが必要な空費たる売買費用としての商業労働そのものの実存の根拠と
は異なる。iB工 100で買いまたは売るために商人は自分の時間を費すであろう
が，彼が使う時間はこれだけだと仮定しよう。」とされた時間は， 売買費用と
して労働力が消費される時間であり，その労働力の担い手が賃労働者であれ，
資本家であれ，売買費用として労働力が消費されるとしづ本性は何ら変化しな
いoW' als Kapitalverhaltnisという規定からでなく， W' alsWという規定から
生ずる売買費用としての商業労働の存在を認めなければ，もともと困難な問題
(幼
は存在しない。
問題は売買費用としての商業労働は如何なる形態で填補されるかである。
売買費用としての商業労働が賃労働として，労賃でもって支払われた場合ど
うであったか。商業資本家は売買費用としての商業労働をなす労働力を商品と
して購入する。 10G-A.(10)o A (10)は商業労働として消費された結果，何も
生産しなし、。従って，10G が填補されねばならぬ。 W(m)-10G ・ 10G~A(10)
という再生産=流通形式が成立した。商業資本家へは10Gが「可変資本」とし
て投下されるが故に10Gに対する利潤をも附加して販売価格を通して利潤の形
態で填補された。
賃労働者に代って資本家が売買費用としての商業労働をなした場合どうなる
か。その商業労働は売買費用として，何らその本性は変わらないのだから，か
斗る費用は剰余価値より控除され，填補されねばならぬ。然し，商業資本家は
自己の労働力を商品として販売することは不可能である。叉，かふる費用の剰
側 DasWarenkapitalを w'alsw， w'als kapitalverhaltnisとして把握する点について
は，拙稿，前出「商品流通J(2)を参照。
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余価値による填補は利潤の形態でなされる以外方法はない。とすれば，商業資
本家が今，10bの価値ある商業労働をなしていること， それ自体が 10bを10%
たる利潤率で、還元した 100B'たる資本を前貸していることを意味する。決っ
して，仮空の 100B'を想定しているのではなL、。すれば，その一般的利潤率の
範式は次のようになろう。
1ゲ m-
c十U十100B+10C一
m=(c十v)〆十100Bp'+ 100B'( =10bたる商業労働で実存)p' 
仮定により 100BP'=10であるから，100BP'=10は追加貨幣資本 100Bに
対する商業利潤。 100Bγは売買費用としての商業労働を填補すべき剰余価値・
利潤部分。かくて，商業資本 100Bの運動形式は次のようになろう。
100B-W(100) -120G' 
100B'(=10bたる商業労働で実存〉
すなわち「この第二の B=100は商品の価格に追加的には入りこまないが，
10%の方は追加的に入りこむであろう。」
1100づっの二つの操作=200Jたる商業資本はかふる 200Bに対する利潤20
を含んだ商品を買うことになるであろう。つまり ，200Bで買い(但し販売価
格には 100B'は入らず)120で売る。
我々は以上のように次の一文は云わんとしているものと解する O
IDies zweite B=100 wurde nicht zusatzlich in den Preis der Ware ein-
gehn， aber wohl die 10%0 Es wurden daher zwei Operationen zu 100， =200， 
ω 
Waren kaufen fur 200+20=220J 
更に，賃労働としての商業労働は b'をも含んでし、るO つまり無償労働 b'を
10bとすればもう一つの 100Bぺ=10b'たる商業労働で実存〉を前提としてい
ることになる。すれば，
100B -W(100) -130G' 
側 DasKapital-ill. S. 320. 
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100B' (=10bたる商業労働で実存〉
100B" (== 10b'たる商業労働で実存〉
かくて商業資本が前貸する資本は 300Bとなる O すれば，一般的利潤率が著
しく下落し商業資本実存の根拠が失われる。それ故，売買費用としての商業労
働は賃労働として購入され， I可変的」資本として投下される。換言すれば，
商業資本は資本制的商業として実存し，集中・集積し，大規模化する必然性を
持っている。
結 き軍ロロ
まず〔ー〉において通説が看過されていると思われるこ点を指摘した。
社会的総資本の正常な再生産における追加貨幣資本 20QBを前提として，始
めて商業資本実存の根拠が分析しうること。
かつ，かふる追加貨幣資本は潜勢的貨幣資本として存在するところの「準
備金J I遊休貨幣資本」そのものではなく，貨幣資本として貨幣の機能を現実
に果すところの追加貨幣資本であることであるO
かふる分析は別稿の主題であり，こふでの主題ではない。従って，かえって
不充分なまふ問題点を指摘したことになり，誤解を生ぜしめる恐れすらある O
こふでは序に述べた問題提起からして必要な限度で、再び、指摘したにすぎぬ。と
同時に追加貨幣資本は個別資本・社会的総資本いづれの立場からみても，それ
は総再生産過程の流通部面における一段階において機能していること，かつ，
かふる流通部面にとじこめられて存在するところの貨幣資本が問題たることが
重要点である O
〔二〉においても別稿の分析を前提として，いわゆるローゼンベルグの計算上
の修正は問題があることを指摘し，流通手段材料部門の表式分析を検討した。
側安部隆一著，前出書， 26-7頁。
ω 拙稿，前出論文(注12)。
倒拙稿，前出論文， (注22)。
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そして，第二巻 e第一篇・第三篇の位置における分析の結果から云えることは
K+bたる売買費用は本来的生産門部にとって必要であるが「死重」たる空費
であることであるO 従って，第三巻における問題の中心は，かふるf空費が如
何なる形態で実存し，如何なる形態で填補され，かつ如何なる意味でか斗る形
態をとって存在するのかが問われるO こふに第二巻とは異なり，第三巻におけ
る独自な問題が存在するO かふる把握から通説の一般的利潤率の範式の把握の
仕方を検討してみるに，売買費用としての空費の把握が不充分であるところか
ら一般的利潤率の範式そのものの把握が不充分であるように思える O
〔三〉において，我々はまず上述の如く『資本論』の問題提起を解し，その存
在理由を分析した。
所で，いわゆる困難な問題の解決の鍵は，結局「可変資本」の填補が問題とな
るのであるから，かLる費用の存在理由と再生産を如何に把握するかにかかっ
ていると云える Oかくて，我々は宇野弘蔵教授の結論とは逆な結果に達つした。
すなわち『資本論』はいわゆる「困難な問題」を基本的には解決していると。
その結果『資本論』は一体何を云わんとしているのか。すなわち，資本の流
通過程における集中・集積の必然、性は，直接的生産過程における集中・集積の
論理と異った独自な論理を持って存在するという事であるO
なほ我々は第三巻・第一篇・第二篇・第三篇における一般的利潤率の分析を
前提として，商業資本実存の根拠，商業資本が前貸する売買費用 (K+めを
分析した。それ故， w資本論』第三巻における商業資本の位置を変更すべき必
要性は認められなし、。とは云え，第五篇「利子生み資本」を前提として，第五
篇を第四篇に還元して問題にすると云う事を否定するものではなし、。ただか斗
る問題は，商業資本そのものの分析とは別問題に過ぎぬ。
最后に，すでに明らかの様に，我々の以上の主張は基本的には，安部隆一教
-授が「流通諸費用の経済学的研究J (前出〉の第一章「売買費用」において分
析せられていることに過ぎなし、。ただ，この著作では，第二巻・第一篇の位置
で分析がなされているため，それを第三巻において再検討し補完したに過ぎぬ。
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